
















































































L.,	Arming the Luftwaffe: The Reich Air Ministry and the German Aircraft Industry, 
1919-1939,	Lincoln/London	1976と，「ドイツ航空機産業の歩みについて最も優れ
た概観研究を完成させたボーフムの歴史家 L.	ブドラスの一連の仕事」，すなわち，





































































6	 この仮説に関連する最新の研究（公刊博士論文）Karl	Heinz	Maier,	Die geheime 



















して後にはさらに1921年 7 月 8 日から1922年 5 月 5 日までのさらなる
製造禁止が加わった。後者のことから発生した損害については，1922年













9	 ドイツ連邦文書館 Bundesarchiv（略記 BA）のフライブルクにある軍事文書館
Militärarchiv（略記 MA）の文書。その陸軍兵器局文書 RH	8/I は，その検索書だけ
でも1,100ページを超す膨大なものであり，本稿は航空機産業との関連の追究という
極めて限定的な問題意識からごく一部を参照したに過ぎない。ナチス・ドイツは政権
誕生（1933年 1 月）後，わずか 6 年にしてポーランド攻撃を開始したが，それは軍事
技術的にはどのようにして可能であったのかという大きな問題，国防軍の再建，秘密
再軍備，それを可能にした全体状況・諸主体の戦略に関しては，さしあたり古典的研






























































































































































































機（例えばルフトハンザ L.76）。 2 ）軍事的装備の装着可能性が想定さ
れていることが判別できるような飛行機， 3 ）あらゆる種類の飛行機用
武器，4 ）アルグス―ホルヒ―飛行機エンジン，5 ）個々の飛行機工場・
飛行機エンジン工場の規模や生産能力に関するデータ。さらに，次の点
にも「注意」を求めた。飛行機製造の原材料，特にブナや松の合板のよ
うな代用原料についてのデータ，そして，企業の宣伝パンフレット等で
すでに公表されていないような原材料分野での研究成果も。そして，航
空ショーでの予告展示物に関しては，「事前の校閲が望ましい」と26。
航空産業との結びつきの維持ないし密接化，航空機開発の現状と最先
端部分の秘密化が，陸軍兵器局の関心事であったことがわかる。
（付記）
本稿は2013（平成25）年度・科学研究費助成金・基盤研究（A）「両
大戦間期における軍縮破綻の総合的歴史研究―武器移転の連鎖の構造を
中心に―」（研究代表・横井勝彦・明治大学教授）による分担研究の一
部である。
25	Ibid.,	in:	BA	MA	R8/I,	3593,	S.15.	
26	Schreiben	von	Wa.	B.	6	an	Wa.Prw.	6	F.	am	28.	11.1927,	in:	BA	MA	R8/I,	3591,	
Bl.85.
